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１．経営成績・財政状態に関する分析 

(1) 経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当期におけるわが国経済は、雇用環境の好転、企業収益の改善など景気は緩やかながら回復の兆しを見せておりますが、

中国や新興国をはじめとした海外経済の減速による影響が懸念され、今後の見通しは楽観できない状況となっております。

当流通業界におきましては、円安により輸入価格が高騰する中、価格競争や出店競争、プライベートブランド商品による

差別化競争など、シェア獲得競争は激しさを増し、厳しい経営環境が続いております。 

このような環境の中、当社は、北海道から沖縄までの全国47都道府県に、お客様にとって便利で標準化された店舗網の

拡充をさらに進めるため、継続して新規出店を行った結果、当期の新規出店は26店舗となりました。また、一方で不採

算店舗の閉店やリプレースも積極的に進め、13店舗を閉鎖いたしました。以上の結果、期末の店舗数は887店舗となって

おります。 

商品面では、手ごろな価格と品揃えで差別化を図るため、他業種出身者の採用を継続し、プライベートブランド商品の

開発を推し進めてまいりました。あわせて、全店に商品を安定供給できる態勢を整えるとともに、納期管理の徹底によ

る在庫コントロールや品質管理の向上に努めてまいりました。 

オペレーション面におきましては、店長研修会などによる従業員教育を継続することで、スーパーインテンデント（複

数店管理店長）制度の拡大を進めてまいりました。また、業務システムの見直しにより物流費をはじめとしたコスト削

減に努めるとともに、ＩＴを活用して作業の省力化や合理化に取り組んでまいりました。 

この結果、当期の売上高は 1,328 億１千万円で前期比 103.3％となりました。利益面では、売上総利益が増加したこと

や販売費及び一般管理費の伸び率を抑制したことにより、営業利益は 59 億１千万円で前期比 111.2％、経常利益は 61 億

６百万円で前期比 110.8％となりました。当期純利益につきましても、37 億９千７百万円で前期比 116.6％となり、増収

増益を確保いたしました。 

 

（次期の見通し） 

  次期の見通しにつきましては、中国や新興国経済の景気減速による影響が懸念されるなど、先行き不透明感が払拭し

きれない状況が続くものと認識しております。当業界におきましては、消費者の生活防衛意識の高まりを背景に、シェ

ア獲得競争による厳しい状況が今後も続くと思われます。 

  このような状況の中で当社は、不採算店舗のスクラップやリプレースにより、収益性の改善を図りながら今後も全国

各地に標準化された店舗を積極的に出店し、お客様の利便性向上と地域の寡占化に努めてまいります。 

商品政策につきましては、お客様の立場に立った品質を備えた商品の開発や品揃えの充実を図るとともに、中国以外

の国への調達範囲の拡大も継続してまいります。加えて、売れ筋商品に絞り込み、一品目当たりの販売数量を増やすこ

とでマスのメリットを最大限に活かし、仕入原価の引き下げを図ります。これらの施策とともに、商品の開発・仕入か

ら販売までの商品計画の精度向上により、売上の機会損失や値下げロスを削減し、売上総利益の確保に努めてまいりま

す。 

オペレーション面におきましては、業務システムの見直しやＩＴを駆使することで、作業の単純化・標準化を進めコ

スト低減に繋げます。 

以上の課題を達成することで業績の向上に努める所存であります。 

次期の業績予想につきましては、売上高1,380億円（前期比103.9％）、営業利益68億３千１百万円（前期比115.6％）、

経常利益70億円（前期比114.6％）、当期純利益43億２千１百万円（前期比113.8％）を予想しております。 
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(2) 財政状態に関する分析 

 （資産、負債および純資産の状況） 

当期末における総資産は924億２千２百万円と前期末から29億２千３百万円の増加となりました。これは、主に現金及

び預金で29億１千４百万円増加したことや、商品で15億７千９百万円増加したこと、一方で建設協力金が10億５千７百

万円減少したことや、未着商品で10億３千８百万円減少したことなどによるものであります。 

当期末における負債は370億５千万円と前期末から10億９千８百万円の増加となりました。これは、主に電子記録債務

が８億４千５百万円増加したことや未払金が１億７千２百万円増加した一方、支払手形が２億９百万円減少したことな

どによります。 

当期末における純資産は553億７千１百万円と前期末から18億２千４百万円の増加となりました。これは、主に当期純

利益37億９千７百万円があった一方で、剰余金の配当12億４千２百万円や自己株式の取得６億円があったことなどによ

ります。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、52億３千３百万円の増加（前期比137億８千２百万円の収入減少）

となりました。これは、主に税引前当期純利益が60億４百万円、減価償却費が９億９百万円となったことや仕入債務の

増加が５億６千６百万円あったことの一方で、たな卸資産の増加が５億４千万円、法人税等の支払額が21億８千６百万

円あったことなどによります。 

また、投資活動によるキャッシュ・フローは、３千万円の減少（前期比１億７千６百万円の支出減少）となりました。

これは、主に新規出店等により有形固定資産の取得による支出11億１千７百万円や建設協力金及び敷金･保証金の差入に

よる支出１億９千７百万円があった一方で、約定による建設協力金及び敷金･保証金の回収による収入が13億３千８百万

円あったことなどによります。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、20億３千６百万円の減少（前期比２億７千６百万円の支出減少）とな

りました。これは、主に配当金の支払額が12億４千２百万円あったことや、自己株式の取得による支出が６億円あった

ことなどによります。 

この結果、現金及び現金同等物は前期末に比べて31億６千７百万円増加し、455億４千２百万円となりました。 

 

キャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下のとおりであります。 

 平成26年２月期 平成27年２月期 平成28年２月期 

自己資本比率(％) 73.7 59.7 59.8

時価ベースの自己資本比率(％) 69.4 72.0 66.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 0.2 0.0 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 228.1 2,226.2 713.4

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

※有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は株主に対する利益還元を経営の最重要課題として認識しており、業績や今後の出店計画等を考慮したうえで、

安定した配当を行うことを基本方針としております。また内部留保金は、新規出店店舗の設備投資資金等に充当し、今

後の事業基盤の拡充に備えてまいります。 

上記方針に基づき当期の期末配当金は、１株につき 10 円とさせていただきます。次期の配当金につきましては、現時

点では 1株につき年間 19 円（中間配当金９円、期末配当金 10 円）を予定しております。 
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２．事業の内容 

当社は、お子さまを持つ家庭の毎日の子育てが楽しくなる“豊かな暮らし”実現のために、ベビー・子供の生活関連用

品の販売をチェーンストア展開により行っており、ドミナントエリアづくりによって、ナショナルチェーンとしての店舗

網の拡充を進めております。 
当社の事業内容は、ベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントのみであります。 
仕入先は国内・国外を問わず、より低いコストで適切な品質の商品を調達しております。 
商品は、各店舗およびインターネット販売にて直接一般顧客に主に現金で販売しており、主要な取扱品目は次のとおり

であります。 
 

商品別 主要な品目 

子供衣料 ベビーアウトウエア・肌着・パジャマ等 
ボーイズアウトウエア・肌着・パジャマ等 
ガールズアウトウエア・肌着・パジャマ等 

育児・服飾雑貨 調乳・離乳用品、衛生・雑貨用品、寝装・寝具 
ベビーカー・カーシート等のおでかけ用品 
室内用マット・チェア・ラック・歩行器等の室内用品 
帽子・シューズ等の服飾雑貨 
玩具、ギフトセット 

ベビー・マタニティー衣料 新生児衣料 
マタニティ用品 
和装用品 

その他 自動販売機商品 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「日常のくらし用品を、気軽に自由に、そしてお客様に満足される品質の商品を、どこよりも低価格で最も便

利に提供することによって、社会生活の向上に寄与する」ことを経営の基本方針としております。 

そのために、私たちは、チェーンストア経営の技術体系で理論武装した“お客さまの暮らしを守る”テクノクラート

集団でありたいと思っております。 

 

(2) 目標とする経営指標 

積極的な店舗展開を行っております当社といたしましては、個々の店舗の経営効率の標準化を重視しており、出店の

可否判断として、投下資本対経常利益率が 15％以上を確保することで全社としての資本の収益性の向上に努めておりま

す。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

出店戦略につきましては、商圏環境の変化に柔軟に対応するため、積極的な出店と合わせて、採算の悪化した店舗に

ついてはスクラップを進め収益性の改善に努めてまいります。店舗の商圏はできる限り隣接させて出店するドミナント

エリア構築を基本とし、ナショナルチェーンとしてのさらなる店舗網の充実を目指してまいります。これら実店舗の他、

今後のネット消費の伸張を見据え、インターネット販売の事業基盤の強化を進め、さらなる拡大に向けた取り組みを推

進してまいります。 

商品戦略につきましては、商品計画・品質管理・納期管理の精度向上を通じて、製造小売業としての社内体制の確立

を進めるとともに、中国以外の国への調達範囲拡大を継続してまいります。また、お客様の立場に立った品質を備えた

魅力ある商品の開発を推し進めるともに、品揃えに独自性や特長を出すことで他社との差別化、競争力の向上を図って

まいります。 

店舗オペレーション戦略につきましては、多店舗展開に対応するためにマネジメント能力の強化を重視すると同時に、

内部統制の強化のため、店舗の業務監査を担当するスーパーバイザーを配置しております。また、長期的な人材育成の

ため店長・従業員の教育制度、資格試験制度および評価制度の充実に向けて取り組んでまいります。店舗運営の効率化

に関しては、ＩＴを利用してレイアウトマン、インストラクタ－などのラインスタッフが、売場作り・店内作業を一括

して指示指導し、単純化・標準化を徹底いたします。加えて、業務システムの見直しにより店舗での作業手順の改善に

繋げ、ローコストオペレーションを徹底してまいります。 

物流戦略につきましては、総合的な物流の合理化が必要であり、仕入原価の低減、店舗への配送コストの削減および

店舗での荷受・陳列作業等の合理化を目的として、物流システムのさらなる改善にも取り組んでまいります。 

 

 ４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

  当社は、現在、日本国内において事業を展開していること、及び国内の同業他社との比較可能性を考慮して、日本基

準を採用しております。 
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（５）財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針） 

1.有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 

2.デリバティブの評価基準および評価方法 

時価法 

 

3.たな卸資産の評価基準および評価方法 

売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

4.固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成 10 年４月以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10年～39年

構築物 10年～20年

什器備品 ３年～15年

また、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年度から５年間

で均等償却する方法によっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

長期前払費用 

定額法 

リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    

5.引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異は、発生した翌年度に一括して費用処理

することとしております。 

役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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6.ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によってお

ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建輸入取引 

③ ヘッジ方針 

為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利用しております。なお、当社は投機目的のデリバティブ取引は

行わないこととしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動を比較し、両者の変動

額を基礎にして判断しております。 

 

7.キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

 

8.その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 
（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）およ

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日公表分。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当事業年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更、並びに割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する

方法から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法

に変更しました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の

期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 32 百万円減少し、利益剰余金が 21 百万円増加しております。ま

た、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益への影響は軽微であります。 
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（未適用の会計基準等） 

  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 27 年 12 月 28 日） 

 

  1．概要 

 繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に

関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積

る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。 

  

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い 

 ②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件 

 ③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い 

 ④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い 

⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い 

 

2．適用予定日 

 平成 30 年 2 月期の期首より適用予定です。 

 

3．当該会計基準等の適用による影響 

 影響額は、当財務諸表の作成時において評価中です。 

 

（貸借対照表関係） 
※１ 期末日満期手形及び電子記録債務 

期末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電子記録債務が期末残高に含ま

れております。 

 
前事業年度 

(平成27年２月20日) 
当事業年度 

(平成28年２月20日) 

支払手形 ―百万円 9百万円 

電子記録債務 ―百万円 216百万円 

設備関係支払手形 ―百万円 8百万円 

 

※２ コミットメントライン契約 

当社では資金調達の安定性を高めるため、取引銀行１行とコミットメントライン契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(平成27年２月20日) 
当事業年度 

(平成28年２月20日) 

コミットメントライン極度額 5,000百万円 5,000百万円 

借入実行残高 ―百万円 ―百万円 

借入未実行残高 5,000百万円 5,000百万円 
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（損益計算書関係） 

※１ 他勘定振替高の内容 

(前事業年度) 

商品配送船舶の座礁により被害を受け廃棄処分した商品の営業外費用(雑損失)への振替であります。なお、同額を

損害賠償金(雑収入)と相殺しております。 

 

(当事業年度) 

該当事項はありません。 

 

※２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

 
前事業年度 

(自  平成26年２月21日 
至  平成27年２月20日) 

当事業年度 
(自  平成27年２月21日 
至  平成28年２月20日) 

売上原価 1,396百万円 1,496百万円 

 

※３ 配送料負担受入額の内容 

当社向け取引先の共同出荷センターから各店舗への配送費用等を仕入先から受入れているものであります。 

 

※４ 期日前決済割引料の内容 

(前事業年度) 

ファクタリングおよび電子記録債務の支払期日前の決済により、ファクタリング会社および電子債権買取会社から

受け取った割引料であります。 

 

(当事業年度) 

電子記録債務の支払期日前の決済により、電子債権買取会社から受け取った割引料であります。 
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※５ 減損損失の内訳 

前事業年度(自 平成 26 年２月 21 日 至 平成 27 年２月 20 日) 

当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 場所 種類および金額 

事業用資産(店舗) 神奈川県他 1 都 1府 12 県 21 店舗 

建物 20百万円

構築物 3百万円

什器備品 3百万円

その他 3百万円

合計 30百万円

 

当社は、事業用資産と遊休資産に区分し、事業用資産は事業所ごと、遊休資産は各物件ごとにグルーピングしてお

ります。 

上記の事業用資産については、継続的に営業損失を計上しており、投資額の将来の回収も見込めないため、帳簿価

額を零まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

当事業年度(自 平成 27 年２月 21 日 至 平成 28 年２月 20 日) 

当期において、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 場所 種類および金額 

事業用資産(店舗) 福岡県他 1 都 1道 1府 20 県 42 店舗

建物 41百万円

構築物 33百万円

什器備品 3百万円

その他 1百万円

合計 80百万円

 

当社は、事業用資産と遊休資産に区分し、事業用資産は事業所ごと、遊休資産は各物件ごとにグルーピングしてお

ります。 

上記の事業用資産については、継続的に営業損失を計上しており、投資額の将来の回収も見込めないため、帳簿価

額を零まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

  

※６ 店舗閉鎖損失の内訳 

 
前事業年度 

(自  平成26年２月21日 
至  平成27年２月20日) 

当事業年度 
(自  平成27年２月21日 
至  平成28年２月20日) 

賃貸借契約の解約による損失 110百万円 21百万円 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成 26 年２月 21 日 至 平成 27 年２月 20 日） 

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
当事業年度期首 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 69,588,856 ― ― 69,588,856

自己株式     

 普通株式(注) 3,171,987 897,028 200 4,068,815

(注)１ 増加株式数および減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

     取締役会決議に基づく取得による増加 896,600株

     単元未満株式の買取りによる増加 428株

     退職に伴う株式給付信託口分の減少 200株

２ 当社が平成 22 年９月 27 日開催の取締役会において、「株式給付信託(J-ESOP)」を導入することを決議したこと

に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)(以下「信託口」という)が平成 22 年 11 月１日付で当社

株式230,800株を取得しております。なお、平成27年２月20日現在において信託口が所有する当社株式230,100

株を自己株式数に含めて記載しております。 

 

２．新株予約権等に関する事項 

区分 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業年度
末残高 
(百万円) 

当事業年度
期首 

増加 減少 当事業年度末 

提出会社 
第14回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 20

第15回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 96

第16回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 0

合計 ― ― ― ― 117 

(注)ストック・オプションとしての新株予約権であります。 

 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成26年５月13日 
定時株主総会 

普通株式 666百万円 10円00銭 平成26年２月20日 平成26年５月14日

平成26年９月30日 
取締役会 

普通株式 596百万円 ９円00銭 平成26年８月20日 平成26年11月４日

(注)配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)制度に基づく資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)に対する配

当金を含んでおります。 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成27年５月12日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 657百万円 10円00銭 平成27年２月20日 平成27年５月13日

(注)配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)制度に基づく資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)に対する配

当金を含んでおります。 
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当事業年度（自 平成 27 年２月 21 日 至 平成 28 年２月 20 日） 

１．発行済株式の種類および総数並びに自己株式の種類および株式数に関する事項 

 
当事業年度期首 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 69,588,856 ― ― 69,588,856

自己株式     

 普通株式(注) 4,068,815 542,060 3,300 4,607,575

(注)１ 増加株式数および減少株式数の内訳は、次の通りであります。 

     取締役会決議に基づく取得による増加 541,600株

     単元未満株式の買取りによる増加 460株

     新株予約権の権利行使による減少 3,300株

２ 当社が平成 22 年９月 27 日開催の取締役会において、「株式給付信託(J-ESOP)」を導入することを決議したこと

に伴い、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)(以下「信託口」という)が平成 22 年 11 月１日付で当社

株式230,800株を取得しております。なお、平成28年２月20日現在において信託口が所有する当社株式230,100

株を自己株式数に含めて記載しております。 

 

２．新株予約権等に関する事項 

区分 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業年度
末残高 
(百万円) 

当事業年度
期首 

増加 減少 当事業年度末 

提出会社 

第14回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 23

第15回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 108

第16回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 1

第17回新株予約権(注) ― ― ― ― ― 9

合計 ― ― ― ― 142 

(注)ストック・オプションとしての新株予約権であります。 

 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成27年５月12日 
定時株主総会 

普通株式 657百万円 10円00銭 平成27年２月20日 平成27年５月13日

平成27年９月28日 
取締役会 

普通株式 589百万円 ９円00銭 平成27年８月20日 平成27年11月２日

(注)配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)制度に基づく資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)に対する配

当金を含んでおります。 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成28年５月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 652百万円 10円00銭 平成28年２月20日 平成28年５月18日

(注)配当金の総額には、株式給付信託(J-ESOP)制度に基づく資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)に対する配

当金を含んでおります。 
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(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自  平成26年２月21日 
至  平成27年２月20日) 

当事業年度 
(自  平成27年２月21日 
至  平成28年２月20日) 

現金及び預金勘定 41,720百万円 44,634百万円 

預け金勘定 654百万円 907百万円 

現金及び現金同等物 42,375百万円 45,542百万円 
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 (セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社の事業内容はベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントのみであるため、記載を省略しておりま

す。 

 

【関連情報】 

前事業年度(自 平成 26 年２月 21 日 至 平成 27 年２月 20 日) 

１.製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２.地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

 

３.主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先がないため、該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 平成 27 年２月 21 日 至 平成 28 年２月 20 日) 

１.製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

 

２.地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超えるため、記載を省略してお

ります。 

 

３.主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の 10％以上を占める相手先がないため、該当事項はありません。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当社の事業内容はベビー・子供の生活関連用品の販売事業の単一セグメントのみであるため、記載を省略しておりま

す。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

関連会社がないため該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成26年２月21日 
至 平成27年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成27年２月21日 
至 平成28年２月20日) 

１株当たり純資産額 815.48円 849.93円 

１株当たり当期純利益金額 49.34円 58.25円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

― 58.25円 

(注)１ 前事業年度は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は記載

しておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」を算定するための普通株式の自己株式数、「１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額」を算定するための普通株式の期中平均自己株式数については、資産管理サービス

信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式を含めております。 

３ 算定上の基礎 

① １株当たり純資産額 

項目 
前事業年度 

(平成27年２月20日) 
当事業年度 

(平成28年２月20日) 

純資産の部の合計額 53,547百万円 55,371百万円

普通株式に係る純資産額 53,430百万円 55,229百万円

差額の主な内訳 

 新株予約権 117百万円 142百万円

普通株式の発行済株式数 69,588,856株 69,588,856株

普通株式の自己株式数 4,068,815株 4,607,575株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式数 

65,520,041株 64,981,281株

② １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

項目 
前事業年度 

(自 平成26年２月21日 
至 平成27年２月20日) 

当事業年度 
(自 平成27年２月21日 
至 平成28年２月20日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 3,255百万円 3,797百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 3,255百万円 3,797百万円

普通株式の期中平均株式数 65,993,150株 65,186,336株

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額 ―百万円 ―百万円

 普通株式増加数 ―株 37株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

潜在株式の種類 
（新株予約権） 
潜在株式の数   

（1,313,200株） 

潜在株式の種類 
（新株予約権） 
潜在株式の数   
（869,900株） 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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６.その他 

役員の異動 

  役員の異動につきましては、本日発表の「役員人事に関するお知らせ」をご覧下さい。 

  

以 上 

 

 


	サマリー
	☆2（作成中）平成28年2月期決算短信（目次）
	☆3（作成中）平成28年2月期決算短信（添付資料）1前半
	財務諸表
	貸借
	損益
	株主資本等変動計算書
	CF計算書

	☆4（作成中）平成28年2月期決算短信（添付資料）2後半



